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日々の記帳事務軽減に個人事業者を対象にした「記帳代行」のご利用を! 

南さつま商工会議所が「経営革新等支援機関」として認定されました。

経営革新等支援機関とは・・・ 

経営革新支援機関 中小企業が安心して経営相談等が受けられるために、 
専門知識や、実務経験が一定レベル以上の者に対し、 
国が認定することで、公的な支援機関として位置付け 
られています。 

こんな悩みをかかえている方、ご相談下さい！ 

①自社の経営を「見える化」したい 
 企業に密着した、きめ細かな経営相談から、財務状況、財務内容、経営状況に関する調査・分析を行い

ます。 
 

②事業計画を作りたい 
 経営状況の分析から、事業計画等の策定・実行支援を行います。また、進ちょく状況の管理、フォロー

アップを行い、中小企業の経営支援の充実を行います。 
 

③取引先を増やしたい・販売を拡大したい 
 経営革新等支援機関のネットワークを活用して、新たな取引先の増加や販売の拡大に向けてお手伝いし

ます。 
 

④専門的課題を解決したい 
 海外展開を考えている、知的財産が不安･･･。専門的知識が必要な場合には、最適な専門家を派遣し、

経営革新等支援機関と一体になって支援します。（※(独)中小企業基盤整備機構から派遣されます。） 
 

⑤金融機関と有効な関係を作りたい 
 計算書類の信頼性を向上させ、資金調達力の強化に繋げます。 

▽金 利 情 報▽ 主な融資制度の金利のご案内 平成２５年 ８月３１日現在

日本生活金融公庫 鹿児島県融資制度 
南さつま市中小企業 

小口資金融資制度 

普 通 貸 付 
（資金使途、返済期間、担保・

保証人の有無により金利変動） 

1.55％ 

～3.80％ 

中小企業 

振興資金 

1年以内     1.9％ 

1年超3年以内  2.1％ 

3年超5年以内  2.4％ 

5年超7年以内  2.6％ 

または変動金利 

7年超10年以内  3.0％ 

または変動金利 

10年超    変動金利 

小口 

資金 

1年以内     1.9％ 

1年超3年以内  2.1％ 

3年超5年以内  2.4％ 

小規模等経営改善資金 

[通称：マル経資金] 

（無担保・無保証人） 

1.75％ 

国 の 教 育 ロ ー ン 2.55％ 

                

経営革新等支援機関の支援を受け、事業計画の実行と 

進ちょくの報告を行うことを前提に、信用保証協会の 

保証料が減額（▲０．２％）されます。 

信用保証協会の 

保証料が 

減額されます 
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新たな取り組みをお考えの方、「中小企業の経営革新」のご利用を！ 

南さつま商工会議所では、 

「消費税転嫁対策相談窓口」 を設置しています。 

まずはご相談ください。 

（相談無料・秘密厳守）   《お問い合わせ先》 

                  南さつま市加世田本町２３番地７ 

                  ＴＥＬ：0993-53-2244  ＦＡＸ：0993-52-2016 

消費税は、平成２６年４月１日 
に８％、平成２７年１０月１日に 
１０％へと２回にわたる税率引き 
上げが予想されております。 
消費税の価格転嫁ができなかっ 

た場合、事業所の負担が増え経営 
に大きな影響を及ぼすことが予想 
されます。円滑かつ適正な価格転 
嫁のためには、早めの対策がポイ 
ントになりますので、お気軽にご 
相談ください。 

※平成２５年６月５日に国会で成立した転嫁対策特別措置法（「消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の

転嫁を阻害する行為の是正等に関する特別措置法」）により以下の施策が講じられます。施行日は平成２５年１０月

１日です。具体的なガイドライン等は、今後、政府から発表されます。 
①消費税の転嫁拒否等の行為の是正に関する特別措置 
②消費税の転嫁を阻害する表示の是正に関する特別措置 
③価格の表示（外税表示、税抜価格の強調表示）に関する特別措置 
④消費税の転嫁カルテル及び表示カルテルに関する特別措置 

消費税は平成２６年４月に８％へ、平成２７年１０月には１０％へ
（平成２５年８月３１日現在の予定）

消費税率引上げに備えた対策は 
 

お済みですか？ 


